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公共政策と住民自治（その 1）
志賀町産業廃棄物処理施設計画の手順






































































































表されたのか，平成 13年 3月 14日付け朝刊で各紙が取り上げている。ここでは京都新聞に


















































この事業は県の事業であり，県議会に当然諮られる。しかし，平成 13年 3月 13日，会議
に議案として出されたのは事業計画ではない。産廃処理施設建設事業のために先行取得される
志賀町栗原地先の土地であり，そのまま常任委員会に付託されて翌日の 14日に本会議で可決






置要綱」で，要綱は平成 11年 1月 12日から施行されていることが記されており，すでに検
討委員会委員の名簿が載せられている。


























漓平成 13年 4月 10日，平成 13年度第 1回和邇学区区長会において，各区長から学区内の栗
原地区に突然もちあがった産廃施設計画への疑問が出され，最重要課題として取り組むこと
と，町全体の区長会に問題を出していくことが確認される。
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区全てが，無関心に変わったのは何故でしょうか。不思議でなりません」とある。












































宛に提出。その後土地の一団化がされたため平成 12年 9月に約 10ヘクタール買収（後に
詳しく触れるが，土地の一団化はされていなかった）。
県は県議会に諮る前提として平成 13年 2月 7日，和邇学区区長会を開催。区長会は今まで




























































志賀町議会は議席 16で，その時点での議席の勢力図は，保守会派 11，共産党 3，公明党
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